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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期 

第１四半期 
連結累計期間 

第58期 
第１四半期 
連結累計期間 

第57期 

会計期間 
自平成29年１月１日 
至平成29年３月31日 

自平成30年１月１日 
至平成30年３月31日 

自平成29年１月１日 
至平成29年12月31日 

売上高 （千円） 3,826,019 3,280,218 14,307,548 

経常利益 （千円） 463,291 366,828 1,476,444 

親会社株主に帰属する四半期 

（当期）純利益 
（千円） 340,156 251,316 1,128,740 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 278,737 117,783 1,420,336 

純資産額 （千円） 10,284,203 11,219,488 11,425,802 

総資産額 （千円） 16,341,830 16,794,316 17,605,446 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 57.72 42.65 191.55 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 62.9 66.8 64.9 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。 

 

 (1) 業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、低インフレ状態が続いているほか、株価や為替相場におい

ても一服感がみられたものの、製造業を中心とした設備投資の増加や企業収益の改善等により、雇用・所得環境

が改善するなど景気は緩やかながらも回復基調で推移いたしました。 

 このような事業環境の下、当社グループにおきましては将来にわたる持続的な成長の実現に向け、差別化され

た高付加価値製品を通じて、安心・安全な社会の実現を目指すとともに、収益力を高め企業価値の向上を図って

まいりました。また、長野工場におきましては新たな生産管理システムが稼働し作業効率が改善されたほか、コ

ストの見直しにも取り組むなど管理面での強化を図ってまいりました。 

 以上の結果、受注高は3,050百万円(前年同四半期比11.1%減)、売上高は3,280百万円(前年同四半期比14.3%減)

となりました。 

 利益面におきましては、営業利益は売上総利益の減少等により、370百万円(前年同四半期比20.4%減)、経常利益

は、366百万円(前年同四半期比20.8%減)となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、251百万円(前年同

四半期比26.1%減)となりました。 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

 

SSP（Safety Security Protection）部門 

 当該部門を取り巻く事業環境につきましては、首都圏の再開発案件や公共投資等が底堅く推移したものの、資材

の高騰や人手不足は深刻化しており工期の遅延が発生するなど厳しい環境が続きました。 

 このような環境の下、電力等基幹産業向け防災設備の需要は減少したものの、企業の安全対策から産業用検知器

の需要は順調に推移いたしました。 

 以上の結果、受注高は1,079百万円(前年同四半期比2.5%増)、売上高は1,374百万円(前年同四半期比8.7%減)とな

りました。 

 

サーマル部門 

 当該部門の主要取引先の多くが属する半導体業界は、次世代半導体やIoTなどインフラの進化等により積極的な

投資が続いており、半導体製造装置の需要についても順調に推移したこと等により当社の主力製品であるセンサ

ー、熱板の出荷が増加いたしました。 

 以上の結果、受注高は347百万円(前年同四半期比22.0%増)、売上高は306百万円(前年同四半期比16.9%増)となり

ました。 

 

メディカル部門 

 当該部門の主力製品である海外向け人工腎臓透析装置は、新興国での需要の高まりから出荷台数は前年同四半期

比130.8%の増加となりました。 

 以上の結果、受注高は401百万円(前年同四半期比12.8%増)、売上高は376百万円(前年同四半期比39.3%増)となり

ました。 
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PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門 

 当該部門におきましては、主要取引先である事務機器業界の複写機、プリンターの販売不振が続いており、当社

グループにおいてもプリント基板の出荷が大幅に減少するなど厳しい環境が続きました。

 以上の結果、受注高は1,222百万円(前年同四半期比29.7%減)、売上高は1,223百万円(前年同四半期比31.6%減)と

なりました。 

 

 (2) 財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、16,794百万円となり、前連結会計年度末17,605百万円に比べ811百

万円(4.6%)減少しております。主な減少要因は「長期預金」500百万円(100.0%)、「受取手形及び売掛金」256百万

円(10.8%)、「現金及び預金」169百万円(3.0%)、「未成工事支出金」124百万円(20.6%)によるものであり、主な増

加要因は「完成工事未収入金」294百万円(32.6%)によるものであります。

 負債合計は、5,574百万円となり、前連結会計年度末6,179百万円に比べ604百万円(9.8%)減少しております。主

な減少要因は「支払手形及び買掛金」528百万円(18.7%)によるものであります。

 純資産合計は、11,219百万円となり、前連結会計年度末11,425百万円に比べ206百万円(1.8%)減少しておりま

す。主な減少要因は配当金の支払324百万円、「為替換算調整勘定」146百万円(58.9%)によるものであり、主な増

加要因は親会社株主に帰属する四半期純利益251百万円によるものであります。

 

 (3) 経営方針・経営戦略等 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

 (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。 

 

 (5) 研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、91百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間における主な研究開発活動の状況の変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,713,000

計 20,713,000

 

②【発行済株式】

種類
 第１四半期会計期間末
  現在発行数（株）
（平成30年３月31日）

 提出日現在発行数（株）
(平成30年５月８日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
    取引業協会名

内容

普通株式 5,893,000 5,893,000
東京証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 5,893,000 5,893,000 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成30年１月１日～

 平成30年３月31日
－ 5,893,000 － 996,600 － 1,460,517

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7) 【議決権の状況】

  当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式        300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式  5,891,200 58,912

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式  普通株式      1,500 － －

発行済株式総数 5,893,000 － －

総株主の議決権 － 58,912 －

(注) 「単元未満株式」の「株式数(株)」の欄には当社所有の自己株式32株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本フェンオール株式会社
東京都千代田区飯田橋

 一丁目５番10号
300 ― 300 0.00

合計 － 300 ― 300 0.00

 

２【役員の状況】

 該当事項ありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

 第57期連結会計年度 有限責任監査法人トーマツ

 第58期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,714,157 5,545,100 

受取手形及び売掛金 ※１ 2,372,022 ※１ 2,115,851 

電子記録債権 ※１ 1,147,102 ※１ 1,115,850 

完成工事未収入金 904,010 1,198,682 

製品 303,036 314,040 

仕掛品 230,461 250,213 

原材料 1,503,289 1,470,543 

未成工事支出金 601,554 477,551 

その他 80,343 72,546 

貸倒引当金 △3,899 △3,823 

流動資産合計 12,852,079 12,556,556 

固定資産    

有形固定資産 1,218,708 1,182,039 

無形固定資産 182,636 189,064 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,686,849 2,701,790 

長期預金 500,000 － 

その他 189,460 189,151 

貸倒引当金 △24,287 △24,286 

投資その他の資産合計 3,352,022 2,866,655 

固定資産合計 4,753,366 4,237,759 

資産合計 17,605,446 16,794,316 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 2,828,284 ※１ 2,299,398 

工事未払金 510,823 449,232 

短期借入金 267,800 463,744 

1年内償還予定の社債 32,000 32,000 

1年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000 

未払法人税等 258,767 126,627 

賞与引当金 － 62,574 

役員賞与引当金 － 4,800 

その他 692,948 553,605 

流動負債合計 4,690,624 4,091,982 

固定負債    

社債 336,000 336,000 

長期借入金 300,000 300,000 

役員退職慰労引当金 67,787 69,410 

退職給付に係る負債 357,161 341,779 

資産除去債務 23,852 23,852 

その他 404,216 411,802 

固定負債合計 1,489,018 1,482,845 

負債合計 6,179,643 5,574,827 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成30年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 996,600 996,600 

資本剰余金 1,460,517 1,460,517 

利益剰余金 7,609,291 7,536,511 

自己株式 △289 △289 

株主資本合計 10,066,119 9,993,339 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,155,486 1,165,976 

為替換算調整勘定 248,814 102,244 

退職給付に係る調整累計額 △44,618 △42,071 

その他の包括利益累計額合計 1,359,683 1,226,149 

純資産合計 11,425,802 11,219,488 

負債純資産合計 17,605,446 16,794,316 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 3,826,019 3,280,218 

売上原価 2,892,072 2,435,907 

売上総利益 933,947 844,311 

販売費及び一般管理費 468,731 474,078 

営業利益 465,216 370,232 

営業外収益    

受取利息 2,747 4,415 

その他 439 674 

営業外収益合計 3,186 5,089 

営業外費用    

支払利息 3,253 2,321 

為替差損 1,434 5,830 

その他 422 342 

営業外費用合計 5,111 8,494 

経常利益 463,291 366,828 

特別利益    

投資有価証券売却益 47,126 － 

特別利益合計 47,126 － 

特別損失    

特別退職金 40,693 － 

特別損失合計 40,693 － 

税金等調整前四半期純利益 469,724 366,828 

法人税、住民税及び事業税 126,782 118,536 

法人税等調整額 2,784 △3,024 

法人税等合計 129,567 115,512 

四半期純利益 340,156 251,316 

親会社株主に帰属する四半期純利益 340,156 251,316 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年３月31日) 

四半期純利益 340,156 251,316 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 27,899 10,489 

為替換算調整勘定 △91,334 △146,570 

退職給付に係る調整額 2,015 2,547 

その他の包括利益合計 △61,419 △133,533 

四半期包括利益 278,737 117,783 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 278,737 117,783 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもっ

て決済処理をしております。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四

半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形

電子記録債権

40,303千円

7,212千円

54,814千円

5,393千円

支払手形 71,985千円 68,303千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成29年１月１日
至  平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成30年１月１日
至  平成30年３月31日）

減価償却費 39,891千円 45,984千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日）

  配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 306,421 52 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年３月31日）

  配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 324,096 55 平成29年12月31日 平成30年３月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日）

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２   ＳＳＰ部門 
サーマル 
部門 

メディカル
部門 

ＰＷＢＡ 
部門 

計 

売上高              

外部顧客への売上

高 
1,504,881 261,810 270,290 1,789,035 3,826,019 － 3,826,019 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － － 

計 1,504,881 261,810 270,290 1,789,035 3,826,019 － 3,826,019 

セグメント利益 379,900 53,231 10,473 132,823 576,429 △111,212 465,216 

    （注）１ セグメント利益の調整額△111,212千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年３月31日）

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２   ＳＳＰ部門 
サーマル 
部門 

メディカル
部門 

ＰＷＢＡ 
部門 

計 

売上高              

外部顧客への売上

高 
1,374,692 306,026 376,392 1,223,107 3,280,218 － 3,280,218 

セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ － － － － － － 

計 1,374,692 306,026 376,392 1,223,107 3,280,218 － 3,280,218 

セグメント利益 317,971 65,070 13,473 87,232 483,747 △113,514 370,232 

    （注）１ セグメント利益の調整額△113,514千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

       ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 57円72銭 42円65銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額  

（千円）
340,156 251,316

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
340,156 251,316

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,892 5,892

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

    共通支配下の取引等

   （連結子会社の吸収合併）

 当社は、平成30年５月７日開催の取締役会において、平成30年７月１日付で当社の連結子会社であるフェンオ

ール設備株式会社を吸収合併（以下「本合併」という。）することを決議いたしました。 

 

１．合併の目的 

 本合併は、当社SSP事業（防消火事業）の保守点検、改修工事に関する業務の意思決定の迅速化、効率化

を図ることを目的とするものであります。 

 

２．合併の要旨 

(1) 合併の日程 

取締役会決議日 平成30年５月７日 

合併契約締結日 平成30年５月７日 

実施予定日（効力発生日） 平成30年７月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、フェンオール設備株式

会社においては会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契約承認株主総

会を開催いたしません。 

(2) 合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合併であり、消滅会社であるフェンオール設備株式会社は合併により解散い

たします。 

(3) 合併に係る割当の内容 

本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併後の状況 

 本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありませ

ん。

 

４．今後の見通し 

 本合併は、100%出資の連結子会社との吸収合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微でありま

す。 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月７日

日本フェンオール株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐 藤  禎  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 宮之原 大輔  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フェンオー

ル株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日

から平成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フェンオール株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項 
 会社の平成29年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係
る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査
が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成29年５月１日付けで無限定の結論を表明してお
り、また、当該連結財務諸表に対して平成30年３月29日付けで無限定適正意見を表明している。 
 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

    ２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


